
令和 8 年 10 月 15 日 

 

 質問回答書 

 

  令和 8 年 10 月 1 日に公告しました、下記案件に関する質問への回答は以下のとおりです。 

 

記 

 

案件名 越前市児童発達支援センターなないろ障害児通所支援及び障害児相談支援業務委託に係る 

公募型プロポーザル 

 

質問事項 通所児通所支援業務に要する人員について 

質問内容 「定員 20 人は児童発達支援及び放課後等デイサービスの合計定員とし、それぞれ

の利用定員は 10 人以下とする」とあるが、国の「障害福祉サービス等報酬改定に関す

る Q&A」では、多機能型事業所について、複数のサービスごとに定員を設定すること

が困難な場合には、複数のサービスの合計の利用定員で設定することができる旨が示

されている。  

本事業において、利用者の状況や各サービスの利用ニーズ等を踏まえ、多機能型事

業所として一体的に運営する場合、合計利用定員 20 人で設定することについて、どの

ような取り扱いになるか。 

回答 多機能型事業所については、国の「障害福祉サービス等報酬改定に関する Q＆A」

において、複数のサービスごとに利用定員を設定することが困難な場合には、複数のサ

ービスの合計利用定員をもって設定することができるとされています。 

また、県に確認したところ、多機能型事業所として児童発達支援及び放課後等デイサ

ービスを一体的に運営する場合は、両サービスの合計利用定員により管理することが

可能であり、各サービスの利用定員の設定は必須ではないとの見解でした。 

このため、本事業においては、利用者の状況や各サービスの利用ニーズ等を踏まえ、

多機能型事業所として一体的に運営する場合には、児童発達支援及び放課後等デイサ

ービスの合計利用定員を 20 人として設定することを可能とします。 

なお、「それぞれの利用定員は 10 人以下」としていた趣旨は、児童発達支援及び放

課後等デイサービスの双方において一定の受入れ枠を確保し、特定のサービスへの利

用の偏りを防止することにあります。 

したがって、合計利用定員を 20 人とする場合においても、児童発達支援及び放課

後等デイサービス双方の利用ニーズに対応できるよう、一方のサービスに利用が過度

に偏ることのないよう配慮するとともに、適切な受入れ及び運営体制を確保してくださ

い。 

 

以上 


